
法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

無

円

円

有

※令和７年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

市内身体障害者活動施設での活動を中心として、身体障害者の社会参加の機会を提供してお
り、福祉の増進につながった。

補助事業者の余剰額（繰越額）は、施設等整備費として積み立てている。補助事業全体の余剰
金も運営費を除き、積立金会計へ積立る予定である。
※身体障害者に必要な福祉施設等の整備を目的とした積立

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

455,743

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 454,279

補助率、補助額 団体活動費：定額160,000円

補助限度額 対象経費の１/２（上限：160,000円）

精算の有無
（変更交付）

その理由
交付決定時の予定事業費で支出を行い、事業費確定
後に必要に応じて補助金の再算定を行う。

市の補助金を使って
実施した事業の内容

団体運営を安定化することにより、犬山市の身体障害者の会員相互の親睦を深めるとともに社
会参加を促進する。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 2,866,332

うち補助事業全体の経費 2,266,171

補助金の使途

うち補助対象経費 881,306

協会運営費 459,922

事業費 421,384

補助対象経費の内訳

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

団体運営を安定化することにより、犬山市の身体障害者の会員相互の親睦を深めるとともに社
会参加を促進する。

令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績 令和８年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
160,000 160,000 160,000 160,000

（160,000 （160,000 （160,000 （160,000

―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市福祉団体等活動費補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 昭和57年度 補助終了年度 未設定

関係規定

犬山市の身体障害者の社会参加の促進と自立更生援護活動
をする団体は他にないため。

補助制度検証
令和８年度
実施予定

補助金の交付状況に係る調書【令和７年度交付分】

市の担当部課 ふくし部障害者支援課

問い合わせ先 0568-44-0321
補助金の名称

身体障害者福祉協会補助金
（犬山市福祉団体等活動費補助金）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市身体障害者福祉協会 代表者名 会長　水野　正光

― 条例
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犬山市の心身障害児(者)の療育及び社会参加の促進をする活
動団体は他にないため。

補助制度検証
令和８年度
実施予定

補助金の交付状況に係る調書【令和７年度交付分】

市の担当部課 ふくし部障害者支援課

問い合わせ先 0568-44-0321
補助金の名称

心身障害児(者)父母の会補助金
（犬山市福祉団体等活動費補助金）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市心身障害児(者)父母の会 代表者名 会長　加藤　圭子

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市福祉団体等活動費補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成6年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

団体運営を安定化することにより、犬山市の心身障害児(者)の会員相互の親睦を深めるとともに
社会参加を促進する。

令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績 令和８年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
160,000 160,000 160,000 160,000

（160,000 （160,000 （160,000 （160,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

・啓発活動
　　活動周知のための会報の発行
・相互交流活動
　　クリスマス会やランニングフェスティバル等の交流事業の開催
・関連機関との連携や情報交換
　　関連機関との会議への参加、施設見学の実施

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 1,880,504

うち補助事業全体の経費 657,522

補助金の使途

うち補助対象経費 652,522

会議費（理事会） 6,180

自主事業費（クリスマス会等） 514,888

補助対象経費の内訳

事務費等（郵送料、旅費） 131,454

補助限度額 対象経費の１/２（上限160,000円）

精算の有無
（変更交付）

その理由
交付決定時の予定事業費で支払を行い、事業費確定
後に必要に応じて補助額の再算定を行う。

※令和７年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

犬山市の心身障害児(者)やその家族が親睦を深めるとともに、会員相互の情報交換を図ることで
社会参加の機会を提供することができ、福祉の増進に繋がった。

補助事業者の会計全体の余剰金（繰越額）のうち、施設等整備基金（8,686,619円）として積み立て
ている。
※心身障害児（者）に必要な福祉施設等の整備を目的とした積立基金

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

9,180,892

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 82,810

補助率、補助額 団体活動費：定額160,000円



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

有

円

円

無

犬山市の精神障害者をもつ家族による相互交流や障害理解促
進等の活動をする団体は他にないため。

補助制度検証
令和８年度
実施予定

補助金の交付状況に係る調書【令和７年度交付分】

市の担当部課 ふくし部障害者支援課

問い合わせ先 0568-44-0321
補助金の名称

精神障がい者家族会犬山しらゆり会補助金
（犬山市福祉団体等活動費補助金）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

精神障がい者家族会犬山しらゆり会 代表者名 会長　河村　礼子

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市福祉団体等活動費補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成14年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

団体運営を安定化することにより、犬山市の精神障害者やその家族の相互の親睦を深めるとと
もに社会参加を促進する。

令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績 令和８年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
30,000 30,000 30,000 30,000

（30,000 （30,000 （30,000 （30,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

・啓発活動：行政関係部署の協力や家族会自らの活動を通じて精神障害に関する正しい知識の
啓発を実施
・社会復帰施設の充実支援：こころの居場所「はなみずき」運営協力
・上部団体との交流及び情報交換：愛知県家族会への参加

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 129,704

うち補助事業全体の経費 129,704

補助金の使途

うち補助対象経費 73,252

愛家連年会費等 15,520

会議・研修費 34,616

補助対象経費の内訳

理解・啓発活動 12,803

事務費（郵送代、消耗品費等） 10,313

補助限度額 対象経費の１/２（上限30,000円）

精算の有無
（変更交付）

その理由
交付決定時の予定事業費で支出を行い、事業費確定
後に必要に応じて補助額の再算定を行う。

※令和７年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

犬山市の精神障害者やその家族が相互に親睦を深め、当事者が前向きに社会参加に向けて活
動できる機会を提供していることが、福祉の増進につながっている。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

56,452

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 56,452

補助率、補助額 団体活動費：定額30,000円



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

有

―

※令和７年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童及び者の居宅生活を支援するた
め、障害者総合支援法に定める短期入所の利用を促進し、重症心身障害児等とその家族の福
祉の向上を図ることができた。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
補助率　県１/２　市１/２
短期入所のみ　900円/日

補助限度額 予算の範囲内

精算の有無
（変更交付）

その理由 利用実績に基づき交付

市の補助金を使って
実施した事業の内容

事業者が短期入所を実施するために必要な経費（１回につき７日以内の利用に限る）
　補助率　県１/２　市１/２
　短期入所のみ　900円/日

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 8,184,000

補助金の使途

うち補助対象経費 39,600

総事業費（１事業所） 8,184,000

補助対象経費の内訳

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童及び者の居宅生活を支援するた
め、障害者総合支援法に定める短期入所の利用を促進し、重症心身障害児等とその家族の福
祉の向上を図るため

令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績 令和８年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
3,000 24,000 39,600 27,000

（1,500 （12,000 （19,800 （13,500

―

犬山市補助金等交付規則 要綱
重症心身障害児・者短期入所利用支
援事業費補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成25年度 補助終了年度 未設定

関係規定

― 補助制度検証
令和７年度
実施

補助金の交付状況に係る調書【令和７年度交付分】

市の担当部課 ふくし部障害者支援課

問い合わせ先 0568-44-0321
補助金の名称

重症心身障害児・者短期入所利用支援事業費
補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

社会福祉法人　まみずの里 代表者名 理事長　日比野　良太郎

― 条例



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

有

―

― 補助制度検証
令和７年度
実施

補助金の交付状況に係る調書【令和７年度交付分】

市の担当部課 ふくし部障害者支援課

問い合わせ先 0568-44-0321
補助金の名称 障害者共同生活援助事業費補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

社会福祉法人　愛知県厚生事業団　他5件 代表者名 理事長　川合　光久　他5名

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
障害者共同生活援助事業費補助金交
付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成19年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

共同生活援助の指定を受けた事業所の経営の安定化及び新規参入促進を図ることにより、障害
者が入所施設等から地域で安心して生活することができる場を確保できる。

令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績 令和８年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
5,967,254 5,690,628 5,581,204 6,153,000

（2,983,627 （2,845,314 （2,790,602 （3,076,500

市の補助金を使って
実施した事業の内容

共同生活援助に係る運営費を交付。
【交付対象事業所】 愛知県内の利用定員20人以下かつ住居の利用定員が９人以下の事業所
【交付算定】 サービス提供実績のある土日祝日等
【補助率】 障害支援区分４～６　 2,302円/日（利用者１人あたり）
　　　　　　 障害支援区分３以下　1,302円/日（利用者１人あたり）

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 20,870,240

補助金の使途

うち補助対象経費 20,870,240

総事業費（6事業所） 20,870,240

補助対象経費の内訳

補助限度額 予算の範囲

精算の有無
（変更交付）

その理由 利用実績に基づく交付

※令和７年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

共同生活援助の指定を受けた事業所の経営の安定化を図り、障害者の地域での安心した暮らし
を支えることができた。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
補助率　県１/２　市１/２
　障害者支援区分４～６　2,302円/日（利用者１人あたり）
　障害者支援区分３以下 1,302円/日（利用者１人あたり）


